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令和 8年 3月 

入札参加者各位 

太子町 

 

令和 8年 4月からの入札・契約制度の改正について 

 

 入札・契約手続きの公平性・透明性・競争性を確保し、適正な事務の執行と効率化を図るた

め、以下のとおり入札・契約制度を改正します。 

 
 
１ 契約保証及び前金払保証の電子化（電子保証の導入）  

契約保証及び工事の前金払保証（中間前金払いを含む。）について、現行の書面による取扱い

加えて、電子証書等による取扱い（電子保証）を開始します。 

 

【対象となる保証証書等】 

保証機関 保証の種類 証書等の種類 

保証事業会社 契約保証 契約保証証書 

前払金保証（中間含む） 前金払保証証書 

損害保険会社 

 

契約保証 履行保証保険証券 

公共工事履行保証証券 

 

【電子証書等の提出方法】 

⑴ 保証事業会社の保証 

保証事業会社から発行された「保証契約番号」及び「認証キー」を町の指定するメール

アドレス宛に送信 

⑵ 損害保険会社の保証 

保証証券等確認システムから通知された「閲覧用ＵＲＬ」及び損害保険会社から通知さ

れた「閲覧用パスワード」を町の指定するメールアドレス宛に送信 

【適用時期】 

令和 8年 4月 1日以降に契約締結する案件について適用 
 
 

２ 太子町指名停止基準の改正（兵庫県に準じた改正、用語の変更）  

指名停止基準について、兵庫県及び中央公契連モデルに準じた内容に改正するとともに、下

請代金支払遅延等防止法等の改正に対応し、用語の変更を行います。 

 

【改正内容】 

 ⑴ 工事事故及び各種法令違反による指名停止の措置要件から「書類送検」を削除 

 ⑵ 指名停止期間中の事業者が町発注工事等を受託することを禁止 

 ⑶ 法改正に伴う「下請」等の用語の変更 

【適用時期】 

令和 8年 4月 1日以後の行為について適用 
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３ 工事に係る入札額積算内訳書の様式改定（労務費等の明示）  

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の改正を踏まえ、令和 8 年 4 月より、

入札の際に提出を求める「入札額積算内訳書」について、労務費等が明示された内容に様式改

定します。 

 

【対象工事】 

令和 8年 4月 1日以降に入札公告・通知を行う工事（土木・建築）案件 

【留意事項】 

⑴ 指定様式と同様の内容（材料費、労務費、法定福利費 等）が記載されている場合におい

ては、任意の様式でも有効とします。 

 ⑵ 土木工事のうち、入札の際に「入札額の算出に用いた工事費の積算内訳書」の提出を求め

る案件（主に土木工事の制限付き一般競争入札案件）については、落札審査の際に「入札額

積算内訳書」の提出を別途求めることとします。 

 

 

４ ビルメンテナンス業務等における最低制限価格算出方法の設定  

  国の基準を参考に、「ビルメンテナンス業務（点検保守、運転監視、清掃管理、その他維持管

理）」及び「警備業務（人的警備）」における最低制限価格算出方法を設定します。 

 

【算出方法】 

  予定価格算出の基礎となった次に掲げる額の合計額 

① ［直接人件費の額］ 

② ［直接物品費の額］ 

③ ［業務管理費の額］×０.３ 

④ ［一般管理費等の額］×０.３ 

【適用時期】 

令和 8年 4月 1日以降に入札公告・通知を行う案件について適用 



令和　年　月　日

工事番号 第 号

工事名

工事内訳

数量 単位 金　　額（円） 備　　考

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式 入札書記載金額

1 式

1 式

1 式

※ 「商号・名称・工事名」が記載され要件を充たしているもので本状と同様の内容が記載

　　されている場合においては、任意の様式でも有効とする。

※ 金抜き設計書をもとに裏面に直接工事費の内訳を記載すること。

一 般 管 理 費 等

工 事 価 格 計

うち安全衛生経費

消 費 税 相 当 額

工　事　費　計

※ 工事価格計と入札金額は、必ず一致すること。

入 札 額 積 算 内 訳 書

うち法定福利費の事業主負担額

うち建退共制度の掛金

現 場 管 理 費

共 通 仮 設 費

うち労務費

うち材料費

直 接 工 事 費

種　　別

商号又は名称

代 表 者 名 

土 木 工 事 用



直接工事費種目別内訳

数量 単位 金　　額（円） 備　　考種　　別



令和　年　月　日

工事番号 第 号

工事名

工事内訳

数量 単位 金　　額（円） 備　　考

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式

1 式 入札書記載金額

1 式

1 式

1 式工　事　費　計

※ 工事価格計と入札金額は、必ず一致すること。

※ 金抜き設計書をもとに裏面に直接工事費の内訳を記載すること。

※ 「商号・名称・工事名」が記載され要件を充たしているもので本状と同様の内容が記載

　　されている場合においては、任意の様式でも有効とする。

消 費 税 相 当 額

種　　別

直 接 工 事 費

うち材料費

うち労務費

共 通 仮 設 費

現 場 管 理 費

工事原価のうち法定福利費の
事業主負担額

うち建退共制度の掛金

一 般 管 理 費 等

工 事 価 格 計

工事原価のうち安全衛生経費

入 札 額 積 算 内 訳 書

商号又は名称

代 表 者 名 

建 築 工 事 用



直接工事費種目別内訳

数量 単位 金　　額（円） 備　　考種　　別


